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１．TWCD異動ファイル

１Aさんの事例

最初に以下の分析で使用するTWCD部署異

動ファイルの構築手法と構造について説明す

る。社内報の人事報道は異動した社員の，①辞

令公布日，②氏名，③社内地位，③異動先部署

が把握できる形で行われることが原則である

（異動元部署の報道はない）。報道と正式の辞令

交付には数日から数週間ほどのズレがあること

が多いが，TWCDでは新聞報道日を辞令交付日

とみなしている。こうしてパソコン内に集積し

た約２５万レコードの情報を，氏名と新聞報道日

をキーにしてエクセルの並び替え機能を使って

並び替えた。こうしてある社員について，入社

→係長昇進→課長昇進→次長昇進→部長昇進な

どの社内地位の昇進について確定することがで
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私はこの３～４年にわたってトヨタ自動車の社内報が報道している社員の人事異動記事をパソコン
に読み込んでTOYOTAWorker’sCareerData（略称TWCD）と名付けたデータベースを構築しつつ，
戦後トヨタの人事管理の内実を順次分析してきた。これまでは昇進・昇格を中心に分析してきたが，
今回は社員の職業能力の形成に深く関わる部署の異動について分析した。この目的でTWCD部署異
動ファイルを構築して，事技系社員約５千人（入社年では１９３７～１９７４年，平均１９６６.９年）が１９６０～
２０００年の間に行った約８５００回の部署異動を分析した。分析においては，１０００に近い部（室）を分類す
る１１分野の分類体系を作成した。またキャリアの核という操作概念を構成した。主な発見事実は，①
トヨタの多くの社員は社員生活の過半を占める２０年以上をキャリアの核となる部（室）の内部で，深
さを志向するキャリア形成を行っている。②部署の異動は課長昇進段階から本格化し，次長段階にな
って深さから幅を広げる方向への転換が見られた。③異動回数と経験分野数の状態は地位が低いほど
少異動・少分野型であり，地位が上がるほど多異動・多分野型が多くなる。つまり，地位の高さがス
ペシャリスト型とゼネラリスト型のキャリア格差を作り出している。

キーワード：キャリアの核，統合異動表，キャリア格差，テクニカルスキル，マネジメントスキル



きる。また担当部署の配置換え，異動について

も新聞報道の時間順に追うことができる。

上の表１はTWCDを構成している約６万人

の一人であるAさんのデータである。Aさんは

１９５９年に大卒事務員としてトヨタに入社して，

係長，課長，次長，部長へと順調に昇進して，

３０年の勤続を重ねた１９８９年に取締役となって関

連会社に転籍してトヨタを去った。表１に戻る

と，列左から，①連番がある。連番は２５万レコ

ードに上から割り振った行番号である。②に異

動種類がある。これは人事異動の種類ごとに社

内報の報道形態が異なっているので，それに対

応した区分であり，ここには，a：新入社報道，

b：昇格報道，c：（担当部署）異動報道，d：勤

続報道，e：出向ないし転籍ないし定年退職

（排出）報道の５種類がある。③新聞報道日は，

その記事が掲載された日付であり，④出来事年

はそのうちの年度だけをとっている。分析では

新聞発行日ではなく，出来事年で代用する。⑥

データ順はAさんの情報を時間順に並べた数字

であり，言い換えるとAさんの社内異動経歴の

順序である。⑦は入社からの経過年数であり，

昇格や異動にかかった年数を示す。⑧の地位

は，その異動を経験したときの社内地位であ

る。勤続表彰記事には配属はあるが地位は示さ

れないので不明となっている。⑨の配属部署

は，その時点での所属・配属部である。排出，

出向，転籍報道では，行き先企業名と，行き先

での地位が報道される。

２TWCDとAさんの事例

ここでAさんを例にしながら社内報の報道方
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表１ TWCD部署異動ファイルの構造，Aさんの事例

⑨
配属部課名

⑧
地位

⑦
経過年

⑥
DT順

⑤
氏名

④
出来事年

③
新聞発行日

②
異動種類

①
連番

大卒男子事務一般０１Aさん１９５９１９５９/４/４新入社２０２

第２人事部厚生課教養体育係係長８２Aさん１９６７１９６７/２/１８昇格２０３

課長昇格者課長１４３Aさん１９７３１９７３/２/２昇格２０４

本社法規部第２法規課長心得課長１４４Aさん１９７３１９７３/２/２異動２０５

本社管理室主担当員主担当員１５５Aさん１９７４１９７４/２/１異動２０６

電算部不明１５６Aさん１９７４１９７４/１１/８勤続２０７

電算部第３計画課長課長１６７Aさん１９７５１９７５/２/３異動２０８

本社電算部第１計画課長課長１９８Aさん１９７８１９７８/２/３異動２０９

電算部不明２０９Aさん１９７９１９７９/１１/９勤続２１０

電算部電算課長課長２１１０Aさん１９８０１９８０/２/４異動２１１

次長昇格者次長２２１１Aさん１９８１１９８１/２/６昇格２１２

本社電算部次長次長２２１２Aさん１９８１１９８１/２/６異動２１３

明知工務部部長代理次長２４１３Aさん１９８３１９８３/２/４異動２１４

明知工務部不明２５１４Aさん１９８４１９８４/１１/９勤続２１５

株AP次長待遇次長２８１５Aさん１９８７１９８７/８/５出向２１６

部長級/転籍/株AP，取締役部長３０１６Aさん１９８９１９８９/８/１転籍２１７

＊TWCD部署異動ファイルに収納しているレコードに網をかけてある。



針とそこから生じるTWCDの構築上の制約に

ついて説明する。まず社内報の部署異動報道は

課のレベルから行われる。Aさんは係長になる

までに同じ厚生課のなかで担当の係を変わった

可能性はあるが，TWCDでは捕捉できない。入

社時の配属も分からない。同じく大量に存在す

る技能系社員については班長，組長，工長など

の地位昇進報道はなされるが，これらはほとん

どが機械課とか組立課などの同じ課内での昇格

なので，部署異動としては現れない。

Aさんが電算部内の第１計画課から第３計画

課に異動したように，実際の異動は課のレベル

で多く発生していて，TWCDはこの報道を異動

回数として組み込んでいる。また，複数の課を

統括する次長や部長には担当課は理屈の上から

も存在しないので，異動として報道されるの

は，部（室）名である。要するにTWCDが部署

異動として分析対象にしているのは同一部

（室）内の課間の異動と，部（室）レベルの部間

異動である。今回，本稿が部署異動として分析

対象にするのは，部ないし室のレベルと課のレ

ベルの異動である。

後で詳しく分析することになるが，TWCDは

経験した異動回数と経験した分野の種類をカウ

ントしている。Aさんについては７回の異動と

２種類の分野をカウントしている。異動につい

ては，法規部（表１の①連番２０５），管理室（同

２０６），電算部第１計画課（２０８）および第３計画

課（２０９），電算部（２１１），本社電算部次長異動

（２１３），明知工務部への異動（２１４）の７回であ

る。係長に昇格した時の配属が第２人事部であ

る情報は生かされていないのは，今回分析する

TWCD異動ファイルでは昇格データを除外し

ているからである。またAさんの経験分野種類

数は２つであるとカウントしているのは，

TWCDの分野分類コードでは，法規部，管理

室，電算部は同じ１１分野コードの総務人事分野

として丸めているからであり，明知工務部は工

務物流分野としているからである。つまりAさ

んは総務人事分野と工務物流分野の２分野を経

験したとしている。

TWCD異動ファイルには出向と転籍の異動

をカウントしていない。この問題は本誌収録の

平尾論文がもっぱら分析している。カウントし

ていないが，トヨタ退出年度と入社からの経過

年（つまりは勤続年数）は重要な変数として活

用している。また，TWCDはその社員がトヨタ

在籍中に勤務した最長の部署をキャリアの核と

位置づけて，キャリア核年数を把握している。

Aさんについてはキャリアの核は総務人事分

野，その年数は１９５９年の入社から１９８３年に明知

工場工務部に異動するまでの２４年である。また

勤続年数に占めるキャリア核比率を８０％として

いるのは，入社から１９８９年の転籍までのトヨタ

在籍期間が３０年なので，２４/３０×１００として計算

している。

２．部署・分野のコード体系

１分野分類体系の構築

社内キャリアを職業能力の観点から明らかに

するには配属部，室，課，係などについて適切

な分類とコード化が不可欠である。多くの先行

研究は会社から提供された職務分類体系をその

まま利用して異動分析を行っている。TWCD

ではトヨタ人事部が運用している分類体系を利

用するなど望むべくもない。結局筆者自身が職

務分類のコード体系を構築することになった

が，この問題は複雑を極める。社内の地位は課

長補佐や課長待遇，課長心得などの補助的呼称
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はあるにしてもその数は限られている。基本的

には班長から役員までの８カテゴリーに縮約で

きる。これに対して部署，部課の呼称は無数と

もいえる。さらに毎年のように行われる組織改

革によって部署は新設，廃止，統合される。社

内報は組織改革の都度，そのねらいや理由と，

変更の内容を報道しているので，子細に辿れば

出発点での名称とその後の過程を辿ることはで

きるが，本稿の段階では縺れた糸玉を解くよう

なこの作業はできなかった。

TWCDではその他を含めて１１分野を識別す

る分類コード体系を作成した。この作成の基本

的な考え方を述べておこう。

①まず，区別すべき部署の単位レベルを部な

いし室のレベルとした。その数は８７７種類あっ

た。この下には課と係があるが，課ないし係の

種類はとうてい捉えきれない。

②過去４０年間に起こった名称変更，新設，統

合の経過の追跡は断念して，２０００年にトヨタ自

身が使っている１４部門分類を参考にする１）。

③その上でトヨタの分業と協業の全体系を視

野に入れつつ，活動の性格が類似したものは統

合し，異なる分野を分離する。その場合には，

あまりにも特殊で少数の人員しか配属されてい

ない部（室）はその他に収容する。しかし，あ

らゆる分類には中間・境界領域が生じるのはや

むを得ないとして容認する。

２１１分野の構成

このような考え方で構成分類した１１の分野の

名称と，筆者が想定している基本的な機能や活

動について簡単に述べておく。

１．総合企画分野：全社の頭脳部分であり，

将来計画や，新規事業を企画計画する分野。名

称では国内企画部，製品企画室，秘書部，また

QC推進室など。

２．総務人事分野：組織の運営・管理を担う

分野。具体的には総務部，人事部，教育部，宣

伝部，電算部，法規部など。

３．購買調達分野：関連会社，下請け会社の

管理や部品調達を行う分野。調達部，購買部，

部品調達部など。

４．国内営業分野：商品の自動車の販売と顧

客サービスを担当する分野。カローラ店部，ト

ラック部，お客様関連部など。

５．海外事業分野：海外支社，海外工場，日

本国内から海外向け事業活動を担う分野。

NUMMI，TMM，欧州事務所，海外営業１部，

同２部など。

６．開発技術分野：製品技術や材料技術，環

境対応技術などの新技術の研究，開発，実験な

どを担う分野。シャシー設計部，パワートレー

ン技術部，駆動技術部，デザイン部など。

７．生産技術分野：生産技術の開発，適用，

改善に関連する分野。ユニット生技部，ダイエ

ンジニアリング部，下山製造エンジニアリング

部，工場技術員室など。

８．工務物流分野：生産現場を後方から直接

に支援する分野。工場工務部，国内物流部，工

場安全衛生管理室など。

９．住宅事業分野：トヨタホームの製造と販

売に関係する分野。自動車分野とは相対的に独

自の活動をしていると想定してこれを置いた。

春日井事業所，栃木事業所，住宅営業部など。

１０．製造生産分野：各生産工場，鋳造，鍛

造，機械，組立分野。元町総組立部，本社工場

検査部，上郷鋳造部など。

１１．付属・その他分野：関連・下請け・協力

会社，支社，支店，病院，技能者養成所，また

配置人員が著しく少ない部など。名古屋支社，

立命館産業社会論集（第４４巻第１号）6



東京支社，東京事務所，トヨタ病院，トヨタ工

業高等学園，トヨタ生協，トヨタ労組など。

３技能系，事技系１０大職場

TWCD部署異動ファイルは結局，部ないし室

として８７７種類の呼称を識別している。１９６０年

から２０００年までの４０年間で部署情報を確定でき

た件数を，技能系と事技系それぞれに多い順に

上位１０位までの部（室）名とそのケース数を示

す。

ブルーカラー分野に登場する部・室名は表２

の下段にあるように３６６種類である。件数が多

い順にみると，最大は高岡（工場）第１製造部

（細分類コード７０３）の１１６８件，第２位は元町

（工場）車体部（コード６８０），以下，第１０順位

の，上郷第１機械部までとなる。ブルーカラー

の１０大職場は名称からみて全てが製造現場のタ

クト型労働の職場である。またこれら上位の１０

職場で，全反応数２２７６６件の７８７７件，３４％を占

めている。また右側の分野コードというのは，

これらの部は全てが同じ分野コード１０の製造生

産分野に丸められていることを意味している。

ホワイトカラーの上位１０職場は表３のよう

に，最大は東京支社（細分類コード８６０）の２８０

件，以下経理部（コード４６）の２５８件と続く。ま

た右の分野分類コードはそれぞれの部（室）が

どのコードに分類されているかを示している。

事技系領域に登場する部・室種類は７６４で，ブ

ルーカラーのほぼ２倍になる。反面，トップ１０

職場の小計構成比は１３％であり，ブルーカラー

の１/３程度である。職場名称からみると，経

理部，人事部，総務部など明らかに事務系と推

察できる職場と，第５技術部，第１生技部など

技術系と分かる職場。また，製品企画室や技術

管理部など，技術系社員だけではなく相当数の

事務系社員を含んでいると想定できる職場，こ

の３種類が混在している（なおTWCDは事務

系と技術系社員を正確には判別できない）。

技能系の配属職場種類は事技系に比べると少

数であり，逆に一つあたりの職場への集中傾向

が強い。職場名称から想定できるブルーカラー

の分野配置は集中・同質型であり，ホワイトカ

ラーのそれは分散・多種型である。

本論で分析する異動回数と経験分野の種類と
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表２ 技能系社員の１０大職場（部レベル）

分野コード構成比反応数技能系１０大職場順位

１０ 製造生産５.１１１６８７０３ 高岡第１製造部１

１０ 製造生産４.５１０２６６８０ 元町車体部２

１０ 製造生産３.９８８７６６９ 元町機械部３

１０ 製造生産３.９８８５７０５ 高岡第２製造部４

１０ 製造生産３.３７４５７６４ 堤車体部５

１０ 製造生産３.１７１２７６７ 堤総組立部６

１０ 製造生産３.０６７３７３１ 上郷鋳造部７

１０ 製造生産２.８６３６６８５ 元町総組立部８

１０ 製造生産２.６５９４７６０ 堤機械部９

１０ 製造生産２.４５５１７２６ 上郷第１機械部１０

３４.６７８７７トップ１０小計

１００２２７６６合計 ３６６職場

表３ 事技系社員の１０大職場（部レベル）

分野コード構成比反応数事技系１０大職場順位

１１ 付属その他１.７２８０８６０ 東京支社１

２ 総務人事１.５２５３４６ 経理部２

１ 総合企画１.５２４８２２ 製品企画室３

８ 工務物流１.５２４６６０５ 品質保証部４

２ 総務人事１.３２２１６９ 人事部５

６ 開発技術１.３２２１３３５ 技術管理部６

６ 開発技術１.２１９９４３９ 第５技術部７

２ 総務人事１.０１６７７２ 総務部８

７ 生産技術１.０１６７４９２ 第１生技部９

６ 開発技術１.０１６６４０５ 第２技術部１０

１３.０２１６８トップ１０小計

１００１６７４１合計 ７６４職場



いう観点からいうと，技能系社員が，高岡第１

製造部（細分類コード８６０）から高岡第２製造

部へ配置転換した場合などは異動回数２をカウ

ントする。分野種類としては同じ製造生産分野

なので分野経験種類は１としてカウントする。

３．先行研究と本稿の課題

１仕事能力の幅と深さ

以上ここまでの論述によってTWCDの構造

と異動現象を分析するコード体系を説明した。

また異動現象を分析する前提となる部署配置に

ついて見た。問題はこのような概念枠組みによ

って何をどこまで明らかにするのか，課題の設

定にある。そこで本稿が追求すべき課題を先行

研究に準拠・継承しながら探ることにしたい。

小池和男は技能系労働者の熟練の日本的特性

はOJTによる「知的熟練」の形成にあると主張

するとともに，労働者の熟練には幅と深さがあ

ると主張した（小池，１９９１b，p.７８）。その後，

小池はホワイトカラーにもこの枠組みを適用し

てホワイトカラーには「キャリアのたての広が

り」と「キャリアのよこの広がり」があると述

べた（小池，１９９１a，pp.６-７）。そして，「たての

広がりとは，組織内のどのようなレベルまで昇

進していくかである」（同，p.６）とした。また

「キャリアのよこのひろがり」は「はば広い専

門性」（同，p.７）の形で現れている，とした。

ここでの筆者の小池に対する疑問は３点ある。

一つはホワイトカラーのキャリアについて，

「たて」についても「よこ」についても「広が

り」という用語・表現を採用した点である。日

常用語では「よこ」については広狭を使うが，

「たて」は深浅を使う。ブルーカラーで用いた

幅と深さのほうがよほど分かりやすい。この不

注意で無意味な言い換えが小池枠組みの混乱の

元である。もう一点は，小池はキャリアの「た

ての広がり」を組織内での到達地位で捉えた点

である。ホワイトカラーのキャリアを小池の意

に沿って仕事能力と解した場合，仕事能力は分

析的に異なる２つの要素からなる，というのが

本稿の立場である。一つは目前の課題を的確に

処理していく能力であり，これを実務能力ない

しテクニカルスキルと呼ぶ。もう一つは課や部

などの分業単位を的確に管理して，組織として

の目的を達成する管理能力であり，マネジメン

トスキルである。筆者の見解では，小池はテク

ニカルスキルの概念構成のなかにマネジメント

スキルを忍び込ませているように見える。小池

見解に対する筆者の３点目の疑問は，小池は

「キャリアのたての広がり」については，問題

を残しつつも組織内での到達地位という測定可

能な定義を与えているが，「キャリアのよこの

広がり」については一義的な定義を示していな

い点である。小池は業種ないし職能（建設技術

者，自動車設計技術者，国内営業など（小池，

１９９１a，pp.１４-１５）ごとに，「よこの広がり」を

融通無碍に使い分ける結果になっている。

このように問題の多い小池枠組みを修正・改

善したのが櫻井である。櫻井はワコールとトヨ

タのホワイトカラー３９人についての面接調査

を整理するにあたり，ホワイトカラーのキャリ

アを分類する指標として，本稿との関係では次

の２点を挙げている。①担当した仕事の「幅広

さ」は，勤続年数に占める特定職務（専門畑）

の在籍年数の長さで測る。②専門畑での仕事の

「深さ」については，特定の職務で経験したこ

とのある職位の数で測る（櫻井，２００７，p.１８２）。

これが櫻井枠組みである２）。

本稿はこの小池枠組みと櫻井枠組みを踏まえ
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つつ，操作化に向けてさらに次のように修正・

改善する。本稿ではある職業人の職業能力＝キ

ャリアは実務能力（テクニカルスキル）と管理能

力（マネジメントスキル）の複合であると理解

する。その上でテクニカルスキルについて，①

ある社員が在職中に最長の期間を過ごした部署

（分野）を，その社員のキャリアの核，核キャリ

アと表現する。②そしてキャリアの核には幅と

深さがあると考える。③キャリアの幅は，社員

としての全期間において経験した１１分野（先に

示した）の種類数で測定する。④キャリアの深

さは，櫻井見解を踏襲して，キャリア核在籍年

数の長さ，ないし勤続年数に占めるキャリア核

年数の比率で測定する。⑤これとは別にマネジ

メントスキルの優劣（上下）は到達した社内地

位で測定する。この枠組みによって小池や櫻井

に内在していた概念的な混乱を克服できる３）。

これまでホワイトカラーの仕事能力に関して

スペシャリストとゼネラリストの２類型をめぐ

って研究が進められてきたが，多くの研究はテ

クニカルスキルとマネジメントスキルを融通無

碍に混同してきた。この問題に関する本稿の仮

説は，キャリア初期には全社員は特定領域のス

ペシャリストして育成されるが，キャリア中期

においてその中から管理能力に優れた社員が選

別されて上位の地位へ昇進していき，その結果

としてゼネラリスト型が生成される。つまりス

ペシャリストとは管理能力に欠けたことでゼネ

ラリストになれなかった社員であり，ゼネラリ

ストは管理能力に優れていたことでスペシャリ

ストから離脱できた社員である，と考える。

２部（室）異動回数基礎データ

本論の前に部署異動という現象の全体像を概

観しておこう。

上の表４は昇格異動を除外した部署異動に限

った異動回数とそのケース数について，技能系

と事技系別に示している。累度数とは部署異動

回数×度数として計算している。技能系では

TWCDが捕捉している１５０６０人の社員のなか

で，部署異動の報道があったのは表のように

３０２人であり，回数別では１回の異動が２３６人，

５回異動経験者が４人いる。技能系の異動人

数，回数ともこのように少ない理由は，技能系

のほとんどの異動は同一課内で行われていて社

内報では報道されないからであり，例外的に工

長や課長クラスで担当課の配置換えがある場合

に限られているからである。事技系では５０７５人

の中で異動報道があったのはほぼ半数の２４９９人

である。入社が確認されても異動を経験する以

前に退社している社員が相当数いるからであ

り，結婚退職を強制された女子社員が代表例で

ある。事技系の最大異動数は１３回であり，部長

や役員クラスである。技能系の異動回数平均値

は１.３回（４００/３０２），事技系では３.４回（８４４６/
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表４ 技能系と事技系社員の異動回数分布

合計２事技系１技能系
異動回数

累度数度数累度数度数累度数度数

８４２８４２６０６６０６２３６２３６１回１

１０５６５２８９６８４８４８８４４２回２

１２９３４３１１２４５４１５４８１６３回３

１１８８２９７１１８０２９５８２４回４

１２６０２５２１２４０２４８２０４５回５

１１４０１９０１１４０１９０００６回６

９５９１３７９５９１３７００７回７

４６４５８４６４５８００８回８

３４２３８３４２３８００９回９

１４０１４１４０１４００１０回１０

８８８８８８００１１回１１

４８４４８４００１２回１２

２６２２６２００１３回１３

８８４６２８０１８４４６２４９９４００３０２合計



２５０２）である。このようにキャリア形成という

観点からいうと，技能系社員は最初に配属され

た課（組立課，機械課など）の中で職業生涯を

送っているのであり，人事異動という現象は基

本的には事技系社員に限って運用されているこ

とが確認できる。したがって以下の分析では技

能系社員を除外して，事技系２４９９人の社員が経

験した８４４６累度の部署異動現象に焦点をおいて

分析を進める４）。

以上を要約する。以下の本論では，事務・技

術系約２５００人が１９６０年から２０００年までの４０年間

に経験した延べ約８５００回の課及び部（室）レベ

ルの異動について分析する。昇格異動と排出異

動は本稿の対象外になる。ある現象を異動であ

るとする判断根拠は社内報が異動として報道し

た事実にある。本稿は社内報が報道したほぼ千

種類の部（室）の担当替えを，独自に分類コー

ド化した１１分野の，分野内及び分野間の異動・

変化として捉える。

３部（室）異動回数と経験分野種類数

ここからが本論になる。本論の最初に

TWCDが捕捉している異動回数と経験分野種

類数について全体状況を見ておこう。

上のクロス表５は事務・技術系社員約２５００人

が経験した異動回数と経験分野種類数の関係を

示している。一人の事技系社員が経験する分野

種類の平均値を求めると１.７８である。したがっ

て，１種類しか経験していない者はキャリアの

幅が平均より狭く，２種類以上の経験者は幅が

広い。この考え方からいうと幅が狭い者は４８％

（１分野経験者），広い者は２０％（３分野以上経

験者），平均に近い者は３３％である（２分野経

験者）。事技系社員の半数は同じ分野の内部で

部や課の担当替え＝配転を経験していることに

なる。３つ以上の分野を経験する者は全体の２

割にすぎない。言い換えると，社員の８割（１

分野＋２分野経験者）は幅よりも深さを志向し

た異動を示している。８割の社員のキャリア形

成は深さ追求型であり，例外的な２割（３分野

以上経験者）が幅追求型になっている。この事

実は，トヨタ社員の仕事能力形成の基本原則
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表５ 事技系社員の異動回数と経験分野数のクロス表

合計６ ６種類５ ５種類４ ４種類３ ３種類２ ２種類１ １種類

６０４００００１４５９０１ １回

４８４０００２０２１０２５４２ ２回

４１５００５７０１９８１４２３ ３回

２９５０１１９６９１２９７７４ ４回

２４８０２１７６４１０６５９５ ５回

１９０１２２２５１７２４２６ ６回

１３７１１１１７３８４９２１７ ７回

５８０４１１１８２０５８ ８回

３８０２７１０１４５９ ９回

１４１１４５１２１０ １０回

８０１２２３０１１ １１回

４００１３００１２ １２回

２０１０１００１３ １３回

２４９７３２５１０５３５１８１６１１９７合計



が，複数の分野を経験させて幅を広げるより

も，同じ分野の中で経験を蓄積させるという意

味でのキャリアの深さの追求にあることを示し

ている。長期勤続制度を運用してきたほとんど

の日本の大企業のキャリア政策は幅よりも深さ

を追求することに置かれていたとみてよい。

異動回数をみると，１回のみの経験者がもっ

とも多く６０９人（２４％）である。３回までの経

験者は１５０３人で６０％に及ぶ。４回以上の経験者

は４０％である。日本のサラリーマンは部や課の

レベルで頻繁に異動を繰り返しているとの通念

があるが，上のデータはその逆である。４人に

一人は全職業生涯を通して，入社当時の配属

部・課に止まっている。また６割の社員はせい

ぜい３回の異動を経験することで終わってい

る。要するにトヨタ事技系社員は職業生涯を通

して異動回数は３回まで，経験分野は２種類以

下であるのが多数である。トヨタの長期勤続慣

行下でのキャリア形成が，同じ部署・課で経験

を深めることに徹底的に重点が置かれているこ

とを物語る。

４．キャリア類型と異動様式

１事技系社員の統合異動表

ここで統合異動表の検討に移る。結論を先に

述べると，統合異動表の分析でも同一分野での

長期在籍と同分野内部でのキャリアの深化が確

認できる。

統合異動表の構築手法と分析上の意義につい

ては今田・平田を参照されたい５）。上の表６は

今田・平田に倣って作成した事技系社員の統合
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表６ 事技系社員の統合異動表（１９６０～２０００年）

合計１１付属
その他

１０製造
生産

９住宅
事業

８工務
物流

７生産
技術

６開発
技術

５海外
事業

４国内
営業

３購買
調達

２総務
人事

１総合
企画

異動先
異動元

４０４５９３２２５６７０３１４１７４２１１８
１総合企画

１００.０１４.６０.７０.５６.２１.５１７.３７.７１０.１１.７１０.４２９.２
５２２３７１３３８７１７２９６４１９２８０２７

２総務人事
１００.０７.１０.２０.６７.３１.３３.３５.６１２.３３.６５３.６５.２
１３３１４１２５４４１５１３５６１１８

３購買調達
１００.０１０.５０.８１.５３.８３.０３.０１１.３９.８４２.１８.３６.０
３１６１０１４２６７１５１４１７１８３４２６

４国内営業
１００.０３.２０.３１.３８.２２.２４.７４.４５４.１２.５１０.８８.２
６４５８２５８３５１２３５４３８２５１４２７１８

５海外事業
１００.０１.２３.９１.２５.４１.９５.４６７.９３.９２.２４.２２.８
１４９９１４２２７５８３１１１４３６３４４１４２４７９

６開発技術
１００.００.９１.５０.５３.９２.１７６.３４.２２.９０.９１.６５.３
６００１８７２８５３３６８２１１５８４１０５

７生産技術
１００.００.２１４.５４.７８.８６１.３３.５２.５１.３０.７１.７０.８
９３４１７９８３１５１９１００３９３９３２６３３２０

８工務物流
１００.０１.８１０.５３.３５５.６１０.７４.２４.２３.４０.６３.５２.１
１０４１４２０３３２２３１５１０５０

９住宅事業
１００.０１.０３.８１９.２３１.７２１.２２.９１４.４１.００.０４.８０.０
７６６０４７２５１４５８３１４３４１３３６

１０製造生産
１００.００.０６１.６０.７１８.９１０.８１.８４.４０.１０.４０.４０.８
１８８８０５１１２５１３９１２５２９１７

１１付属その他
１００.０４２.６２.７０.５６.４２.７６.９４.８６.４２.７１５.４９.０
６１１１２４１７１９１１１９４９６４５１３７４７０２４１２１３６４９８３２４

合計
１００.０３.９１１.８１.８１５.５１０.６２２.５１１.５６.７２.２８.１５.３

＊上段はケース数，下段は構成比



異動表である。個人レベルでは約２５００人の社員

が１９６０年から２０００年の間に繰り広げた，延べ

６１１１回の部署異動の状況を１１分野に分けて示し

ている。異動合計数が先に検討した表４に現れ

る事技系の累度数よりも２千５００件ほど少なく

なっている（表４累度数８４４６－統合異動表合計

６１１１＝２５０２）のは，異動元データがあっても異

動先データがないケースはクロス表から脱落す

るからである。

まず，表の一番右に注目して，異動元分野１１

分類の合計異動度数の状態を見る。最大は開発

技術分野の１４９９，次いで工務物流分野の９３４，

製造生産の７６６などが多い。これらには技術系

社員が配置されているのであろう。購買調達

１３３，住宅事業１０４，付属その他１８８など事務系

社員が多いと想定される分野は少なくなってい

る。

異動元分野からどの分野へと流出したのかを

見ると，いずれの分野でも網掛けしてある対角

線のセルが多数を占める。この現象は社会異動

研究で「同職率」として繰り返し指摘されてき

た事実と整合している。網掛けセルの下段に示

した異動元→異動先同分野率を見ると，同分野

率が高いのは開発技術７６％，海外事業６８％，次

いで製造生産６２％，生産技術６１％となってい

る。これに対して，総合企画２９％，住宅事業

１９％などはかなり低い。千に近い細分類（部な

いし室レベル）のレベルでのクロス表を示すこ

とはとうていできないが，同分野での異動の実

態は，先のAさんが電算部の中で４回異動した

ように，同じ部・室の内部で課の担当が変わっ

ている例が大部分である。キャリア形成の基本

は同じ部・室の中での配置・担当替えを行うと

ころにある。

こうした基本認識の上に立って，同分野率の

違いに目を向けよう。同分野率が大きい分野と

しては開発技術７６％が最大である。ここでは相

当に狭く限定された領域や課題の解決に専門

的，スペシャリスト的に関わる社員が定着して

いる。同じようにスペシャリスト集中分野とし

て，同分野率６０％以上を探すと，海外事業

６８％，製造生産６２％，生産技術６１％がある。こ

れらの分野はスペシャリスト型のキャリア形成

が行われているとともに，そのようなスペシャ

リスト型人材でないと対処できない仕事が多い

のであろう。

逆に同分野率が低いものに注目すると，住宅

事業１９％，総合企画２９％がある。ここでは相対

的に人の出入りが多く，ここに長期間在籍し続

けるのではなく，一定年限が過ぎると他分野へ

流出していく，いわばキャリア形成の中間地点

になっていると想定できる。総合企画分野では

優秀な人材を受け入れ，さらに鍛えた上で開発

技術や付属機関の，おそらくは管理者として供

給する，人材育成機能を果たしていると思われ

る。これに対して住宅事業は工務物流や生産技

術分野へ人を供給している。自動車会社のなか

での住宅分野という敬遠されがちな位置を考え

ると，各分野の平均能力以下の人員を集めて再

教育を行う，人材再生機能を果たしている可能

性がある。

２分野とキャリアの核

次にキャリアの核という操作概念の分析に移

る。キャリアの核とは，ある職業人の仕事能力

の中核となる部分である。

キャリアの核を摘出する手順について説明す

る。TWCDは，一つの異動現象について異動部

署名（これまで細分類として言及してきた部

（室））と異動年度をもっているので，ある社員
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が，どの部署にどの順序で何年づつ在任してい

たかを確定できる。その社員がトヨタ在籍中

に，通算して最大（最長）の期間を過ごした部

署をキャリアの核と定義する。

上の表７は，１１分野別の人数と構成比またキ

ャリアの核での在籍年数を示している。分野別

にみると，開発技術分野をキャリアの核とする

者が６５５人（２６％），工務物流を核とする者が

３９９人（１６％）となっている。これ以外は大き

く減少していて，生産技術，海外事業，製造生

産などが１０％程度である。開発と生産，工務な

どの技術分野と海外展開をキャリアの核とする

者が多いことが分かる。

パーセントの右列，在籍年数は，その分野を

キャリアの核としている社員が，そこに在籍し

ている年数の平均値である。印象深いのは，ど

の分野の社員も２０年前後を同じ分野で過ごして

いることであり，同一分野での長期在籍がキャ

リア管理の大原則であることがここでも確認で

きる。その上で，製造生産，開発技術，生産技

術，工務物流などの技術系分野や製造系分野で

は２３年超である。これに対して総合企画，総務

人事，購買調達などの事務系分野ではいくらか

短くなり，２０年程度である。いずれにしても２０

年といえば２０歳の青年が入社して６０歳で定年に

なるまでの４０年間の職業生涯の半分に相当す

る。長期勤続慣行の下でのキャリア形成がいか

に深さを追求してきたかをここでも確認するこ

とができる。

この事実をさらに補強することになるが，定

年や転籍でトヨタを退出したことが確定できた

社員について，キャリアの核で過ごした期間

が，現役社員生活の何パーセントになるのか，

表の提示は省略して結果だけをみておこう。ト

ヨタ退出が確認できた有効ケースは１６０７であ

る。このうち，さまざまな分野を異動した結

果，キャリアの核比率が２５％未満で終わったの

は，たったの１ケース（０.１％）に過ぎない。２５

～５０％でも２０３（１３％）にすぎない。最も多い

のは５０～７５％の期間を核キャリアとなる分野で

過ごした者で４４％（７０８ケース），７５～１００％を

核キャリアで過ごした者も，ほぼ同比率の４３％

（６９５ケース）である。長期勤続慣行の下でのキ

ャリア形成では，職業生涯の過半の期間を同じ

分野，つまりは同じ部内で過ごしているのであ

る。

３キャリア４類型

部署異動回数の多少と分野経験種類の多少と

いう２つの変数を組み合わせて，４つのキャリ

ア類型を仮説的に構成する。異動回数の平均値

が３.３８なので，３回までは少異動，４回以上を

多異動と定義する。同じく経験分野の平均が

１.７８なので，１以下を少分野，２以上を多分野

経験者と定義する。

次の表８はTWCDが捕捉している事技系社
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表７ １１分野の構成とキャリアの核での在籍年数

在籍年数パーセント度数

１９.６９.１２２８１総合企画

２０.４７.７１９３２総務人事

２１.１２.３５８３購買調達

２２.９５.６１４１４国内営業

２３.５１０.２２５４５海外事業

２３.０２６.２６５５６開発技術

２３.６１１.９２９６７生産技術

２３.４１６３９９８工務物流

２２.８１２５９住宅事業

２３.９９.６２４０１０製造生産

１５.９０.３８１１付属その他

２２.７１００２４９７合計



員２５００人のキャリア類型の構成を示している。

最大は少異動・少分野の９８６人（４０％）であり，

少ない分野のなかで少数回の異動を経験するの

が多数派である。つまり仕事能力形成は，同一

部署で長年月を過ごさせるのが大原則になって

いる。従来から繰り返されているゼネラリスト

とスペシャリストの論議に関連させると，多異

動・多分野のゼネラリスト型は３０％，少異動・

少分野のスペシャリスト型は４０％であり，この

２つの類型で全体の７０％を占める。多異動・少

分野，少異動・多分野は，この２つの基本類型

からの逸脱型ないし偏倚型といえる。

４．昇格地位とキャリア格差

１地位段階と異動状況

社員の部署異動は昇格移動と連動しながら行

なわれる。ここでどんな地位段階でどのような

部署異動が起きているのか考察する。

事技系社員の約８５００累度の異動を，社内地位

との関係で，どの地位で発生したのか，などを

上の表９に示した。表９の左側①の部分をみよ

う。この表の合計数はTWCDが捕捉している

全ての異動であり，約８５００になる。そのうち係

長時代の異動が６４０件，合計に対して８％弱で

ある。最大の異動は課長時代に記録されていて

５４８５件，６５％に上る。課長時代に次いで多いの

が次長時代の異動で２０１１件，２３％を占めてい

る。課長時代と次長時代でほぼ９０％になる。ほ

とんどの部署異動はこの２つの職位の時代に起

きていることが分かる。

表の中央部②にあるのは，昇進時点と異動時

点の同時性を検証している。Aさんは課長昇進

と同時に電算部第３計画課の担当になった。昇

進と同時に起きた部署異動の件数は係長昇進時

に１６２件であった。この１６２件は係長時代の全異

動数６４０件の２５％（１６２/６４０×１００）であること

を，同年異動比率の列が示している。課長段階

では同年度数は２８２９件，比率では５２％になる。
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表８ キャリア４類型の構成

パーセント度数キャリア類型

３１.３７８３１多異動・多分野

８.５２１２２多異動・少分野

２０.７５１７３少異動・多分野

３９.５９８６４少異動・少分野

１００２４９８合 計

※１．多異動・多分野（異動回数＞＝４and分野数＞＝２），
２．多異動・少分野（異動回数＞＝４and分野数＜＝１），
３．少異動・多分野（異動回数＜＝３and分野数＞＝２），
４．少異動・少分野（異動回数＜＝３and分野数＜＝１）。

表９ 地位別部署異動状況

⑤１年あたり
回数

④地位在席年
数

③地位別異動数②昇進同年度異動①地位と異動度数

回数在席年数経験異動回数地位経験者同年異動比率
うち昇進同年
度数

構成比合計

０.０２７.６０.１４４４４９２５.３１６２７.５６４０係長時代

０.２４７.０１.７１３２０３５１.６２８２９６４.６５４８５課長時代

０.３２４.７１.５０１３４０３３.１６６５２３.７２０１１次長時代

０.０７７.７０.５１５８８２９.４８８３.５２９９部長時代

０.３９３.９１.５３３８２０.７１２０.７５８役員時代

０.１７０.８８９６１８４４.２３７５６１００.０８４９３合計



こう見てくると，異動の約４割が昇進と同じ年

に起きている。戦後のトヨタは組織が急拡大し

たが，部課が新設され，その担当者を充当する

形で昇格人事が実施されたのであろう。ただ

し，ここで同年異動度数というのは，必ずしも

昇進した日付と同じではない。昇格人事と異動

人事の完全な同時性を検証するには，新聞報道

日を使う必要があるが，TWCDの今回の分析

は，年度単位に丸めているので，例えば２月に

昇進して同年の７月に異動した事例も同年度数

にカウントされている。そうした昇格辞令日と

は違う同年度内の異動数は全体の１ないし２割

程度であろうか。

表の右側③の部分は，それぞれの地位の在席

中に何回の異動を経験したかを示している。

１９６０年から２０００年までに係長の地位を経過した

者は，そのまま係長に止まっていた者と，その

後課長や次長に昇進していった者の累計である

が，この意味で係長を経験した者は４４４９人だっ

た。この約４５００人は係長時代に０.１４回の異動を

経験したというのが表の経験異動回数の意味で

ある。これでみると，一番多くの異動を経験す

るのが課長時代であり，１.７回である。次に多

いのが次長時代の１.５回である。役員時代にも

１.５回の異動を経験している。

表の右側④の列はそれぞれの地位に在籍して

いる年数を示している。平社員として入社した

社員は係長になるまでにほぼ１６年をかけている

（この数字は表には示していない）。係長になっ

て以後，課長になるまでに表にあるように７.６

年かかっている。この地位在席年数を念頭にお

きながら，⑤１年あたり回数をみると，異動が

多いという課長時代でも，１年当たりでは０.２４

回にすぎない。逆にいえば，一人の課長はほぼ

４年に１回の部署異動を経験するに過ぎない。

また次長は３年に１回の移動となる。

この表の要点を肉付けしつつ要約する。トヨ

タに入社した事技系新入社員は，ある係に配属

され平社員として１６年ほどの期間を過ごす。こ

の間に担当業務の基礎を学びその係の係長に昇

進する。これに続く７～８年の係長時代も異動

はほとんどない。ようやく課長に昇進する段階

で課のレベルの異動を経験するが，それはほと

んどが同じ部の内部での隣接する課間の異動で

ある。７年ほど続く課長時代に課長の地位のま

ま２つほどの課の担当替えを経験するが，それ

もほとんどは同じ部の内部である。こうしてよ

うやく次長に昇進する。次長の段階からキャリ

ア形成の基本課題は課長までのテクニカルスキ

ルの深化・浸漸からマネジメントスキルの拡

大・拡幅に変化・移行する。次長に昇進して最

初に試されるのは，まず同じ部の中にある３～

４種類の課の統括責任者としての管理能力であ

る。その能力が実証された段階で別分野での管

理能力が試される。こうして５年間ほどの次長

期間中にキャリアの核部署を出て，別分野の職

場へ異動する機会が増えてくる。Aさんはこの

次長時代に総務人事分野から出て工場の工務部

へ異動になった。こうして異動先でキャリア核

部署とは違う部（室）の部長に就任する。ここ

で管理能力を実証できた者はさらに上の役員へ

と昇進していき，注１で示している部門を管理

する中枢管理者となる６）。

２到達地位とキャリア

ここで，分析を一歩進めて，社内地位の昇格

異動と部署・分野異動の関係について考察す

る。ここでの問題意識は，社内で到達した地位

が高い者と低い者とのキャリア格差の検証にあ

る。TWCDはある社員が，社内で到達した最高
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の地位についての変数を持っている。この最高

到達地位とキャリアの核や類型との関係を分析

する。

上の表１０は最高地位と異動回数など，キャリ

ア関連変数の関係を示している。最初に最高地

位について説明すると，係長級の人数と役員級

の人数が非常に少ない。係長級については，ト

ヨタの平均的な事技系社員は課長級にまで昇進

するからであり，係長止まりは能力的に平均以

下であることによる。役員の数が少ないのは，

ピラミッド型の組織トップを構成する人員であ

り，それほどの数を必要としないからである。

ともあれ，平均値の検討ではこれらケース数が

少ないことを考慮しておく必要があろう。

まず異動回数の列をみると係長級では１.４回，

課長級で２.４回，以下，部長級で５.１回，役員級で

７回となっている。地位が高いほど異動回数が

多いことが明確である。高い地位に昇進してい

くには，異動回数が多いことが不可欠であるこ

とが分かる。ただし，この事実は異動回数と地

位とに因果関係が存在することを必ずしも証明

していない。異動回数の多寡は昇格の結果であ

り，同時に原因でもあることが想定できる。つ

まり，異動が多かったから昇進したという側面

と，昇進したから異動が多くなったという側面

がある。ここでは，因果関係には踏み込まない

で，相関関係に注目することにしたい。

次の経験した分野種類についてみると，ここ

でも地位が高くなるほど経験分野数が多くな

る。係長級の経験数は１.２だが，部長級は２.２で，

ほぼ２倍になっている。ここでも因果関係は明

らかにできないので，相関についてのみ確認し

ておく。

キャリアの核の年数をみると，必ずしも一方

向の関係がないが，傾向としては地位が上がる

ほどキャリア核の年数が短くなっている。係長

級は２５年間同じ部署に張り付いているが，部長

級や役員級では２０年程度になる。いくつもの複

数部署を渡り歩くので，結局キャリア核年数が

短くなるのである。

リタイアした社員に限ってキャリアの核で過

ごす期間がトヨタ社員生活の何パーセントに当

たるのかを示す核期間比率でいうと，ここでも

地位が上がるほど比率が低下する傾向がみられ
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表１０ 到達最高地位とキャリア関連指標

最後の異動経過年最初の異動経過年キャリア核比率キャリア核年数経験分野種類数部署異動回数最高地位

２５.４２４.３６５.３２４.６１.２１.４
４係長級

６３６３４１６３６８６３

２６.７２２.５７１.０２４.５１.６２.４
５課長級

１０６８１０６８５１７１０６７１０６７１０６８

２５.３１７.２６７.４２１.３１.９３.６
６次長級

６９２６９２４６５６９２６９２６９２

２６.２１４.３６４.５２０.５２.２５.１
７部長級

５４８５４８３７８５４８５４８５４８

２７.５１２.２６３.６２１.７２.１７.０
８役員級

３８３８２８３８３８３８

２６.２１９.０６７.８２２.６１.８３.４
合計

２４０９２４０９１４２９２４０８２４１３２４０９

＊上段は平均値，下段はケース数。キャリア核比率は定年や転籍でリタイアした者のみの数字である。



る。課長級は７０％を超えるが，部長級や役員級

では６５％に低下している。異動を繰り返してい

て１カ所での在籍期間が短くなるのであろう。

それでも６～７割の期間を核部署で過ごしてい

ることは印象深い。トップといえども多異動，

多分野を経験する流転型ではなく，確定した核

を持っていることが昇進していく条件であるこ

とがうかがえる。こうした中で係長級はキャリ

アの核比率は６５％と低くなっている。おそらく

一カ所に落ち着くのではなく，あちこちに異動

を繰り返しているのであろう。俗に言うたらい

回しの状態である。

次の列は，入社から何年目に最初の異動を経

験したか，入社からの経過年である。この様子

は到達地位によって大差がある。係長級は入社

２４年目にようやく最初の異動を経験するが，部

長級では１４年目，役員級では１２年目で，係長級

の半分である。サラリーマンの昇進レースは入

社から定年退職までの制限時間レースである。

上へと昇進していくにはそれぞれの地位への到

達期間を早め早めに短縮していく必要がある。

上位に到達した者ほど地位上昇と連動して早く

から部署異動を経験するのである。そこでの能

力向上がまた次の異動につながっていることは

容易に想像できる。

次の一番右の列はこの逆に，最後に経験する

異動が入社から何年目であるかを示している。

係長級では入社から２５年目にもう最後の異動を

経験してしまう。その後には変化の乏しい停滞

したキャリアの終盤を過ごすことになる。他

方，部長級，役員級は２６年目，２７年目になって

もまだ次の異動機会が与えられている。

まとめると，係長級は少異動・少分野であり

つつ核年数が長い。同じ部署に長期に留め置か

れているようだ。課長級では係長級と同じパタ

ーンがみられる。万年係長と万年課長は異動人

事においても変化の乏しい状態におかれてい

る。次長級以上になると，多異動・多分野型が

多くなり，核年数と核比率の短縮・低下傾向が

現れてくる。

以上の結果を再確認することになるが，キャ

リア４類型と最高地位の関係をクロスした（表

１１）。係長級と課長級では少異動・少分野型が

圧倒的に多い。これはスペシャリスト型という
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表１１ 到達最高地位とキャリア４類型

合計４少異動・少分野３少異動・多分野２多異動・少分野１多異動・多分野

６３５０１１０２
４係長級

１００.０％７９.４％１７.５％０.０％３.２％

１０６７５９５２５４５０１６８
５課長級

１００.０％５５.８％２３.８％４.７％１５.７％

６９２２１５１５４６０２６３
６次長級

１００.０％３１.１％２２.３％８.７％３８.０％

５４８７３８３８５３０７
７部長級

１００.０％１３.３％１５.１％１５.５％５６.０％

３８０１８２９
８役員級

１００.０％０.０％２.６％２１.１％７６.３％

２４０８９３３５０３２０３７６９
合計

１００.０％３８.７％２０.９％８.４％３１.９％

＊上段はケース数，下段は構成比



より万年係長，万年課長などの停滞型というべ

きだろう。部長級と役員級では多数派は多異

動・多分野のゼネラリスト型であるが，多異

動・少分野型が１５～２０％程度を占めている。ス

ペシャリスト型の管理者であろう。

３採用区分のキャリア格差

TWCDは大部分のケースについて学歴の指

標を持っていないが，例外的に１９５６年から１９６０

年までの一時期，社内報が採用区分別に報道し

たデータを使うことで，職能，学歴格差とキャ

リアの関係を見ることができる。採用区分とい

うのはトヨタの人事管理の根幹をなす社員のグ

ルーピングであり，この区分に基づいて採用，

昇格，異動，排出管理が行われている。説明に

入る前に注意したいのは，１９５６年から１９６０年に

入社が報道された社員は合計で１８６７人いたが，

そのうちの過半を占める１２６４人は技能系社員な

ので今回の分析では最初から対象外である。ま

た３０３人の女子社員はキャリア形成の以前に結

婚退職を強要されていたので，今回の分析には

数人しか登場しない。今回の分析では大卒事

務，大卒技術，高卒事務，高卒技術の３０６人であ

る。しかしこの半数は途中退職したりデータに

欠損があり，結局有効ケース数は下の表１２のよ

うに１７０人である７）。

表１２を一見して明らかなことは，男大卒グル

ープと男高卒グループの間に主要な指標に関し

て大差が認められる。キャリアの核年数を見る

と大卒では２０年を切っているが，高卒では３０年

に及ぶ。大卒は次々と新しい部署・分野を遍歴

しながらゼネラリスト型のキャリアアップを図

っていったことを示す。他方の高卒は一部署に

カキのように固着してスペシャリスト型のキャ

リアを辿ったことを示す。キャリア核比率でも

同じ傾向がある。大卒は高くとも６０％が限度で

あるが，高卒では７５～８０％におよび，一部署定

着傾向が強い。部署の異動回数でも大卒は５～
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表１２ 採用区分とキャリア格差

経験分野種類数部署異動回数キャリア核比率
（核年数/勤続年）キャリア核年数採用区分

２.３５.３５８.６１７.３
１男大卒事務技術

３５３４２９３４

２.７６.４５７.０１７.８
２男大卒事務

３１３１２３３１

２.２６.４６３.３２０.０
３男大卒技術

５８５８５５５８

１.２２.５８５.１３０.６
４男高卒事務技術

１４１４１４１４

１.２１.８８５.８３０.０
５男高卒事務

５５５５

１.６２.１７４.９２９.２
６男高卒技術

２５２５２３２５

２.１５.０６６.１２１.７
合計

１７０１６９１５０１６９

＊上段は平均値，下段はケース数



６回に対して高卒は２ないし３を超えない。経

験分野数でも同じである。大卒は２～３に届く

が高卒では１程度である。

採用区分とキャリア４類型をクロスさせた上

の表１３も上記の内容と符合している。大卒は多

異動・多分野型だが高卒は少異動・少分野型で

ある。

このように採用区分によるキャリア管理は，

同じ事技系社員でも大卒と高卒の間に大きな格

差を付けて運用された。大卒は将来の幹部要員

としてゼネラリスト型のキャリア形成が行わ

れ，高卒はスペシャリスト型のそれが実施され

た。大卒ゼネラリストの部長と高卒スペシャリ

ストの万年係長，課長の権力関係と分業関係の

下でトヨタの急拡大が推進されたことが明らか

である。

まとめ

１昇格と部署異動

以上，トヨタ事技系社員約２５００人が１９６０年か

ら２０００年までの４０年間に展開した部署異動につ

いて，異動回数，異動分野，統合異動表，キャ

リアの核，キャリア４類型などに関連づけてそ

の様相を見てきた。

それぞれのセクションで述べたように多くの

発見事実があったが，本論中ではややもすれば

断片的で部分的に終わった感がある種々の発見

事実を，ここで総合して一つの全体像を示すこ

とにしたい。

キャリア形成は部署異動と地位の昇格の両要

因が深く関連しながら進んでいく。部署異動と

地位異動を関連づけて理解するために，最高地

位別に入社からの待機年（勤続年）の状態をま

ず見ておきたい。

上の表１４は係長級で終わった社員が係長に昇

進したのは入社から２３年目であり，役員級では

係長昇格は入社から８年目であることを示して

いる。昇進していく者は全ての地位昇格を早め

早めに済ませていくことが示されている。また

係長のトップが昇進してからラストが昇進する

までの幅は１５年（２２.５－８＝１４.５）あるが，部長

のトップとラストの幅は２年しかない。上へ行
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表１３ 採用区分とキャリア４類型

合計４少異動・少分野３少異動・多分野２多異動・少分野１多異動・多分野採用区分

３４４３１２６１男大卒事務技術

３１０２５２４２男大卒事務

５８２１１３４２３男大卒技術

１４１０１２１４男高卒事務技術

５４００１５男高卒事務

２５１４８０３６男高卒技術

１６７３４１５２１９７合計

表１４ 最高到達地位別，昇格待機年

入社→役
員待機年

入社→部
長待機年

入社→次
長待機年

入社→課
長待機年

入社→係
長待機年最高地位

２２.５４係長級

２４.５１６.２５課長級

２５.１１７.８１０.８６次長級

２６.３２１.５１４.９８.７７部長級

３２.０２４.３２０.６１３.８８.０８役員級

３２.０２６.１２３.５２１.１１６.７合計



くほど競争が熾烈になり短期間に選別・淘汰が

行われていることが分かる。この年数を一方に

置きつつ，他方で先に検討した表１０の到達地位

別異動回数と，経験分野数をもう一度参照して，

下の概念図１を作成した。一番上の入社・２０歳

などの表記はあくまでも参考指標である８）。

この概念図１は係長への選抜において早い者

は８年目に係長に昇進していき，遅い者は２３年

目に係長に昇進することを示している。また係

長で終わった社員は１.４回の異動と１.２分野の経

験を積んだことを示している。最高地位が高く

なるほど早め早めに昇進していき，上の地位ほ

ど敗者と勝者の決着がつく期間が短くなる。ま

た上に進むほど異動回数と経験分野数が多くな

り，役員級では７回の異動と２.１の分野を経験

することを示している。

２企業社会のキャリア格差

①事技系社員は入社時に配属された部（室）

の，さらに下の分業単位である課のさらに下の

係のなかで係長昇格までを過ごす。このほぼ１０

～２０年ほどの期間は課のレベルでも部のレベル

でも部署の変更・担当替えはほとんどない。し

たがって多くの社員はこの最初の配属課の仕事

内容を生涯のキャリアの核とすることになる。

個別企業に封鎖された会社人間のキャリア形成

の大原則は，幅を広げることよりも圧倒的に狭

い専門領域での深さを追求することに置かれて

いる。

②課長に昇進した段階で部署異動の回数は最

大になる。すでに係長段階までに蓄積してきた

深い専門能力をベースにして，同じ部内の相対

的には類似した領域の仕事を経験しながらキャ

リアの幅を広げる傾向が出てくるが，それも同

一部（室）の内部であり，基本的にはテクニカ

ルスキルの深化が目指される。他方，社内地位

昇進をめぐる競争はこのころから熾烈になり，

一部の有能社員は選抜されて部の範囲を超えた

異動をするようになり，マネジメントスキルが

試される。しかし平均的な能力の多数の課長は

幅の拡大といってもその範囲は同一部内のいく

つかの課に限られていて，彼らは万年課長とし

て定年に至る。

③課長から次長に昇格した社員はキャリアの

幅を広げ，マネジメントスキルを認められた社

員である。課長段階までのキャリア形成の目標

がテクニカルスキルの深さの追求にあったのに

対して，次長段階からその目標は幅の拡大，つ
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図１ 最高到達地位別キャリアの幅と深さの概念図



まりはマネジメントスキルに転換する。次長は

昇進競争の渦中にあって幅拡大能力を試されな

がら，１ないし２の部（室）を異動する。ここ

でマネジメントスキルの限界に達した次長は，

領域スペシャリストとして関連会社に転籍して

いく。幅の拡大に成功した社員は部長へと昇進

していく。

④部長になった社員は複数の部の長を兼務す

る形で経験を積み，本格的なゼネラリストとし

て鍛えられる。この段階になると異動による多

分野経験の比重が増してきて逆にキャリアの核

比率は低下する傾向が顕著になる。それにして

も課長段階までの２０年を超える領域スペシャリ

ストの経験がゼネラリストとして複数の部・室

を統括していく能力の基底に厳存している。と

もあれ，どれほど巨大であれ組織はピラミッド

構造をなしていて，トヨタの役員数は５０～６０人

に過ぎない。ほとんどの部長は本体を出て関連

会社の役員級として転籍を余儀なくされる。

⑤役員に昇進した者は互いに関連の深い複数

の部（調達企画部と第１調達部，お客様関連部

と品質保証部など）の部長を兼務しながら統括

する。この段階では何よりもゼネラリスト型の

管理能力の発揮が求められる。平取締段階でこ

の能力試験をパスした者は常務となってさらに

１ランク幅の広い，トヨタの組織編成上の部門

（２０００年段階でトヨタは複数の部を束ねた部門

があり，具体的には事業開発部門，総務・人事

部門など１４部門がある。詳しくは本号の村上論

文を参照されたい）統括責任者の地位に就く。

有能者はさらに上の専務取締，副社長などの上

位を目指す。彼らがゼネラリストとしての幅広

い統括力を発揮できる基礎には言うまでもなく

課長段階までに蓄積した深い専門能力＝テクニ

カルスキルがある。

⑥ただし，こうしてスペシャリストからゼネ

ラリストへと成長しながら上位へ昇進していく

ことができるのは大卒の男子に限られる。高卒

社員には万年係長，万年課長のスペシャリスト

となる運命が予定されている。また女子社員に

はキャリア云々以前に結婚退職が強要された。

技能系社員には４０年間にわたって同じ工場の同

じ機械を同じように操作し同じ動作を繰り返す

運命が与えられていた。企業社会トヨタはキャ

リア形成についても巨大な格差を内包してい

た。

トヨタの事技系社員は，入社から係長ないし

課長昇進までのキャリア初期から中期にはひた

すら特定領域のスペシャリストとしての能力形

成を行い，キャリア中期から後期の次長ないし

部長昇進段階でゼネラリストへと転身してい

く，という本稿の確認自体は，例えば小池（小

池，１９９１）や今田・平田（今田・平田，１９９５）

などの認識を大きく超えるものではない。本稿

の独自性はこうしたキャリア形成が可能なのは

企業社会の数パーセントに過ぎない大卒男子に

限られる事実を明らかにしたことであり，総体

としての企業社会の昇進構造の分析には，大卒

以外の高卒社員や女子社員や技能系社員をも包

含した問題意識と視点が不可欠であることを論

証したところにあろう。

（２００８年５月２５日）

追記
私は２００８年３月末をもって長かった立命産社での

教員生活を終えた。学部と産業社会学会が私の退任
を記念して研究会方式の研究総括の場を設けてくだ
さったことに深く感謝している。その上，伝統ある
本誌のスペースを，このような退任特集として提供
してくださったことにも心から感謝している。この

トヨタ事務・技術系社員の部署異動とキャリア形成（辻 勝次） 21



特集への投稿を快諾してくださったこれまでの共同
研究者３人の方々にも心からのお礼を申し上げる。

注
１） ２０００年時点でトヨタ自身が行っていた部門分

類は次の１４である。事業開発部門，情報事業部
門，渉外・広報部門，総務・人事部門，経理・
財務部門，情報システム部門，国内営業部門，
海外関係部門，品質保証部門，技術部門，生産
技術部門，生産・物流部門，L&F事業部門，住
宅事業部門。２０００年度の組織改正の結果，「改
正後の組織数（部組織）は２０５部（改正前は２１０
部）となる」としている（『トヨタクリエーショ
ン』２０００年１月６日号，p.２）。組織改正の動向
の詳細な分析は本誌村上論文を参照されたい。

２） 櫻井論文（櫻井，２００７）はホワイトカラーの
キャリア形成を質的データに基づいて主体の側
から描いたところに最大の特色がある。本稿は
量的データに基づいて，会社が準備しているキ
ャリア管理の構造を明らかにすることを目的に
している。櫻井の質的データと本稿の量的デー
タは数は少ないが同一人物である場合がある。
本稿とともに櫻井論文を併読してほしい。

３） 筆者は以前「仕事円錐」という概念図を示し
て職業能力の幅と深さに言及したことがある
（辻，２００７c，p.１３）。本稿はこのときの幅と深さ
の概念を，データ分析に向けて操作化したもの
である。

４） ここで技能系の部署異動を除外するのは，技
能系社員にとって部署異動が重要ではないとい
うことを何ら意味しない。技能系社員の部署異
動はポジションチェンジ，ジョブローテーショ
ン，応援，多能工などの問題に関連づけて，多
くの研究がなされている。トヨタの社内報では
これらの情報は報道されないので，除外するに
過ぎない。この問題については湯本（湯本，
２００７）を参照されたい。

５） 今田・平田：１９９５年pp.７８～９７。
６） 分野間を異動しても，仕事の内容や性質は連

続・関連することが多い。Aさんは総務人事分
野時代には「電算部で車両生産指示体制の改善
に尽力した」（『トヨタ新聞』１９８９年８月１日

号）後で明知工務部に異動したが，実際に手が
けたのは明知工場の円滑稼働であり具体的な仕
事内容は，電算部時代のスキルの延長上にあっ
たと想像できる。調査論の観点からいうと，
TWCDによる計量的な分析では，具体的な仕事
内容の関連・連続性は必ずしも捉えられない。
それができるのは櫻井（櫻井，２００７）のような
面接記録の質的データの分析である。筆者もト
ヨタ労働者の面接記録をキャリア論の観点から
分析したことがあるので辻（２００４）を参照され
たい。

７） １９５６年から１９６０年に行われた新入社員の採用
区分別人数については辻（２００５）を参照された
い。

８） 筆者は最高地位とそれぞれの地位への待機年
数の格差について論述したことがある。辻
（２００８）を参照されたい。
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Abstract:Forthepastthreetofouryears,IhaveconstructedadatabasecalledtheToyota

WorkersCareerData(TWCD),afileintowhichpersonnel-relatedarticlespublishedinToyota’s

housejournalswereexhaustivelycollectedandloaded,andhaveanalyzedtheautomaker’shuman

resourcemanagementinthepostwarperiod.MystudiesconductedsofarconcerningToyotahave

dealtmainlywithpromotion,butthisstudyfocusesoninternaltransfers(fromonedepartmentto

another)thatarecloselyrelatedtothedevelopmentofoccupationalcapabilityofemployees.A

totalofabout8,500internaltransfersmadebyabout5,000clericalandtechnicalworkersfrom

1960to2000wereanalyzedbycreatingaTWCDfileforinternaltransfers.Inthecourseof

analysis,aclassificationsystem consistingof11categoriestoaccommodatenearly1,000

departments/departmentroomswasestablished.Inaddition,theoperationconceptof“core

career”wascreated.Asaresult,therewerethreemajorfindings.1)Manyemployeeshavespent

morethan20years,oroverhalfoftheirworkinglife,inpursuing“depth”-mindedcareer

formationindepartments/departmentroomsthatserveasthecoreofcareer.2)Internaltransfers

gainmomentumfromthestageofpromotiontothesectionhead,andafterthepromotiontothe

assistantdirectorofadepartment,emphasisofcareertendstobeshiftedfrom“depth”to“width.”

3)Thenumberofinternaltransfersandthenumberoffieldsofworkthatemployeesexperience

areinproportiontotheheightofposition.Employeesinalowerpositionexperiencefewer

transfersandfewerfieldsofwork;thoseinahigherpositionexperiencemoretransfersandmore

fieldsofwork.Inotherwords,theheightofpositioncontributestogeneratingcareerdisparity

betweenspecialistsandgeneralists.

Keywords:coreofcareer,integratedinternaltransferlist,careerdisparity,technicalskill,management

skill

InternalTransferandCareerFormationofToyota’sClericaland
TechnicalWorkers:

Analysisintothe“width”and“depth”ofcareer(1960-2000)
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１．略 歴

１９４３年３月２３日 東京市浅草区に生まれる

１９６１年３月 東京都立上野高等学校卒業

１９６５年３月 早稲田大学第一文学部哲学科社会学専修卒業

１９６９年３月 東京都立大学大学院社会科学研究科社会学専攻修士課程修了

１９７１年４月 立命館大学産業社会学部助教授

１９８４年４月 立命館大学産業社会学部教授

２００８年３月３１日 立命館大学定年退職

２００８年４月１日 立命館大学名誉教授

立命館大学学内歴

１９８１年４月～１９８２年３月 産業社会学部学生主事

１９８９年４月～１９９０年３月 産業社会学部調査委員長

１９９２年４月～１９９３年３月 産業社会学部主事

１９９６年４月～１９９７年３月 立命館大学大学院委員､社会学研究科主事

１９９９年４月～２０００年３月 立命館大学２０００年度入試総主査

２０００年４月～２００１年３月 立命館大学研究委員会委員

２０００年４月～２００２年３月 立命館大学大学協議会委員

学会活動

日本社会学会（１９９５年１１月～１９９８年１１月 研究活動委員）

日本労働社会学会（２００２年１１月～２００４年１１月 代表幹事）

関西社会学会

日本労務学会（１９７５年１１月～１９８０年１０月）

２．業 績（年月順）

著 書

１．社団法人 日本産業訓練協会・岡本秀昭編『産業訓練百年史─日本の経済成長と産業訓

練─』（単著第５章「準戦，戦時下の産業訓練の展開」pp.２７５-３０９を執筆），１９７１年６月

25『立命館産業社会論集』第４４巻第１号 ２００８年６月
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